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新潟市契約公告第 36 号                   
 

 

落 札 者 等 の 公 告 

 

新潟市物品等又は特定役務の調達手続きの特例を定める規則（平成１９年新潟市規則

第８８号）第１１条の規定に基づき，下記のとおり落札者等について公告します。 
 
令和８年５月２５日 

 

新潟市長  中 原 八 一 
 

１ 物品等又は特定役務の名称及び数量 

新潟市共通基盤システム国保・年金・総務事務システム用拡張機器等賃貸借及び 

保守業務（再リース） 一式 

 

２ 事務を担当する部課等の名称及び所在地 
新潟市総務部情報システム課 

新潟市中央区学校町通１番町６０２番地１ 

 

３ 相手方を決定した日 

令和８年４月１日 

 

４ 相手方の氏名及び住所 

ＦＬＣＳ株式会社 新潟営業所 所長 浅利 健 

新潟市中央区天神１丁目１ 

 

５ 落札金額 

４０,３４８,９０２円 

 
６ 相手方を決定した手続 
  一者随意契約 

 

７ 随意契約の理由 

地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政

令第３７２号）第１１条第１項第２号 
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新潟市水道局契約公告第６ 号 

 

特定調達契約（ 業務の委託等） に係る競争入札参加者の資格に関する公告 

 

 地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続き の特例を 定める 政令（ 平成７ 年政令第

372 号） 第４ 条の規定に基づき 、 新潟市水道局が発注する業務の委託、 物品のリ ース・ レ ン

タ ルについての競争入札に参加し よ う と する者の令和８ 年度における資格審査の申請方法

及び審査時期等について次のと おり 公告する。  

 なお、 既に令和９ 年３ 月 31 日まで有効な資格の決定を受けている者については、 こ の公

告すると こ ろ による申請の必要はない。  

 

令和８ 年５ 月 25 日 

新潟市水道事業管理者 

水道局長 長井 亮一 

 

１  発注する業務等の種類 

  別紙１ に掲げる業務種別のと おり と する。  

２  競争入札に参加するこ と ができ る 者 

競争入札に参加するこ と ができ るのは、次のすべての条件を満たす者と する。ただし 、

(2)から (4)については、競争入札に参加し よう と する者が国税の猶予制度（ 国税通則法（ 昭

和 37 年法律第 66 号） に基づく 納税の猶予又は国税徴収法（ 昭和 34 年法律第 147 号）

に基づく 換価の猶予を いう 。） 又は地方税の猶予制度（ 地方税法（ 昭和 25 年法律第 226

号） に基づく 徴収の猶予、換価の猶予又は新型コ ロナウイ ルス感染症等に係る 特例猶予を

いう 。）（ 以下「 災害の影響等による納税等の猶予」 と いう 。） の適用を受けている場合は、

こ の限り でない。  

 (1) 地方自治法施行令（ 昭和 22 年政令第 16 号） 第 167 条の 4 第 1 項（ 同第 167 条の

11 第 1 項において準用する場合を 含む。） に該当し ない者 

 (2) 新潟市税を 滞納し ていない者 

 (3) 法人税若し く は所得税を滞納し ていない者 

 (4) 消費税及び地方消費税を滞納し ていない者 

 (5) 地方自治法施行令第 167 条の 4 第 2 項の規定により 入札に参加さ せないこ と と さ

れ、 同項の期間を 経過し ていない者以外の者 

 (6) 法人設立日（ 個人は事業開始の日） から 申請日までの期間が、 事業の承継を 受けて

いる 場合を除き 1 年以上経過し ている者 
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３  資格審査の申請方法 

競争入札に参加し よう と する者は、 政府調達（ ＷＴ Ｏ ） 契約に係る業務委託入札参加資

格審査申請書（ 以下「 申請書」 と いう 。） に、 次の提出書類を添えて申請し なければなら

ない。  

 (1) 提出書類点検票 

 (2) 登記事項証明書（ 個人の場合は、 入札に係る契約を 締結する 能力を 有し ない者及び

破産手続き 開始の決定を 受けて復権を 得ない者でないこ と を証する書類）  

 (3) 申請日直前の決算時における 1 年度分の決算報告書（ 個人の場合は、 所得税の申告

書の写し 又はこ れに準ずるも の。 以下同じ 。）。 ただし 、 災害の影響等により 提出でき な

い場合は、 申請日の１ 年前の直前の決算期における１ 年度分の決算報告書 

 (4) 納税証明書 

ア 新潟市に納税義務がある場合は、 新潟市税に未納の税額がないこ と の納税証明書 

イ  法人の場合は、法人税と 消費税及び地方消費税に未納の税額がないこ と の納税証明

書 

ウ 個人の場合は、所得税と 消費税及び地方消費税に未納の税額がないこ と の納税証明

書 

エ アから ウの規定にかかわら ず、災害の影響等による納税等の猶予の適用を 受けてい

るこ と で納税証明書を 提出でき ない場合、 当該猶予の適用を受けているこ と を 示す書

類 

 (5) 使用印鑑届 

 (6) 委任状（ 契約に関する権限を委任する場合のみ）  

 (7) 暴力団等の排除に関する誓約書 

 (8) 承継等に関する書類（ 提出日から 1 年以内に営業の全部又は一部を承継し た法人又

は個人）  

 (9) 許認可・ 登録等の資格を証明するも の（ 許認可・ 登録等の資格を 有する場合のみ）  

 (10) 受付確認票 

 (11) 返信用封筒 

 (12) その他必要と 認める書類 

４  申請において使用する 言語等 

 (1) 申請書及び提出書類の記載は、 日本語で行う こ と 。  

なお、提出書類のう ち外国語で記載さ れたも のは、日本語の訳文を 付記し 、又は添付

するこ と 。  

 (2) 申請書及び提出書類に用いる金額は、 出納官吏事務規程（ 昭和 22 年大蔵省令第 95

号） 第 16 号に規定する外国貨幣換算率により 日本国通貨に換算し 、 記載するこ と 。  

５  申請書類の入手方法 

  新潟市財務部契約課ホームページ（ https://www.city.n i igata.lg. jp/business/keiyak
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u/keiyaku_ top/03sik aku/wto-nyuusatu-sik aku.htm l） から 取得するこ と ができ る。  

また、 新潟市水道局総務部経理課で交付する。  

６  申請の時期 

  随時（ ただし 、参加を 希望する入札案件の公告日から 当該入札公告で指定さ れた申請書

の提出期限まで）  

  申請書及び提出書類は、 下記 11 の場所へ持参又は郵送するこ と 。  

７  資格審査結果の通知 

  審査終了後に資格審査結果の通知を行う 。  

８  資格の有効期間 

  資格決定の日から 令和９ 年３ 月３ １ 日まで（ ただし 、 政府調達（ ＷＴ Ｏ ） 契約案件以外

の入札参加資格については、 水道局が別に定める期間）  

９  資格の有効期間の更新手続き  

  資格の更新を 希望する 者は、 令和８ 年度の有効期間中に資格審査を 行う 予定があるの

で、 申請するこ と 。  

10 その他 

  申請書の記入方法及び提出書類の詳細は、 政府調達（ ＷＴ Ｏ ） 契約に係る業務委託入札

参加資格審査申請書提出要領による。 上記 5 により 取得するこ と ができ る。  

11 申請書の提出先及び照会先 

  郵便番号 951－8560 

  新潟市中央区関屋下川原町 1 丁目 3 番地 3 

新潟市水道局総務部経理課契約係 

  電話 025－232－7322 
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新潟市水道局契約公告第７ 号 

 

特定調達契約（ 物品の購入等） に係る競争入札参加者の資格に関する公告 

 

 地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続き の特例を 定める 政令（ 平成７ 年政令第

372 号） 第４ 条の規定に基づき 、 新潟市水道局が発注する物品の購入、 修理、 製造の請負、

売払いについての競争入札に参加し よう と する 者の令和８ 年度における 資格審査の申請方

法及び審査時期等について次のと おり 公告する 。  

 なお、 既に令和９ 年３ 月 31 日まで有効な資格の決定を受けている者については、 こ の公

告すると こ ろ による申請の必要はない。  

 

令和８ 年５ 月 25 日 

新潟市水道事業管理者 

水道局長 長井 亮一 

 

１  調達する物品等の種類 

  別紙１ に掲げる業務種別のと おり と する。  

２  競争入札に参加するこ と ができ る 者 

競争入札に参加するこ と ができ るのは、次のすべての条件を満たす者と する。ただし 、

(2)から (4)については、競争入札に参加し よう と する者が国税の猶予制度（ 国税通則法（ 昭

和 37 年法律第 66 号） に基づく 納税の猶予又は国税徴収法（ 昭和 34 年法律第 147 号）

に基づく 換価の猶予を いう 。） 又は地方税の猶予制度（ 地方税法（ 昭和 25 年法律第 226

号） に基づく 徴収の猶予、換価の猶予又は新型コ ロナウイ ルス感染症等に係る 特例猶予を

いう 。）（ 以下「 災害の影響等による納税等の猶予」 と いう 。） の適用を受けている場合は、

こ の限り でない。  

 (1) 地方自治法施行令（ 昭和 22 年政令第 16 号） 第 167 条の 4 第 1 項（ 同第 167 条の

11 第 1 項において準用する場合を 含む。） に該当し ない者 

 (2) 新潟市税を 滞納し ていない者 

 (3) 法人税若し く は所得税を滞納し ていない者 

 (4) 消費税及び地方消費税を滞納し ていない者 

 (5) 地方自治法施行令第 167 条の 4 第 2 項の規定により 入札に参加さ せないこ と と さ

れ、 同項の期間を 経過し ていない者以外の者 

 (6) 法人設立日（ 個人は事業開始の日） から 申請日までの期間が、 事業の承継を 受けて

いる 場合を除き 1 年以上経過し ている者 
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３  資格審査の申請方法 

競争入札に参加し よう と する者は、 政府調達（ ＷＴ Ｏ ） 契約に係る物品入札参加資格審

査申請書（ 以下「 申請書」 と いう 。） に、次の提出書類を 添えて申請し なければなら ない。  

 (1) 提出書類点検票 

 (2) 登記事項証明書（ 個人の場合は、 入札に係る契約を 締結する 能力を 有し ない者及び

破産手続き 開始の決定を 受けて復権を 得ない者でないこ と を証する書類）  

 (3) 申請日直前の決算時における 1 年度分の決算報告書（ 個人の場合は、 所得税の申告

書の写し 又はこ れに準ずるも の。 以下同じ 。）。 ただし 、 災害の影響等により 提出でき な

い場合は、 申請日の１ 年前の直前の決算期における１ 年度分の決算報告書 

 (4) 納税証明書 

ア 新潟市に納税義務がある場合は、 新潟市税に未納の税額がないこ と の納税証明書 

イ  法人の場合は、法人税と 消費税及び地方消費税に未納の税額がないこ と の納税証明

書 

ウ 個人の場合は、所得税と 消費税及び地方消費税に未納の税額がないこ と の納税証明

書 

エ アから ウの規定にかかわら ず、災害の影響等による納税等の猶予の適用を 受けてい

るこ と で納税証明書を 提出でき ない場合、 当該猶予の適用を受けているこ と を 示す書

類 

 (5) 使用印鑑届 

 (6) 委任状（ 契約に関する権限を委任する場合のみ）  

 (7) 暴力団等の排除に関する誓約書 

 (8) 承継等に関する書類（ 提出日から 1 年以内に営業の全部又は一部を承継し た法人又

は個人）  

 (9) 印刷設備機械の保有状況（ 印刷業種の入札に参加を 希望する場合のみ）  

 (10) 受付確認票 

 (11) 返信用封筒 

 (12) その他必要と 認める書類 

４  申請において使用する 言語等 

 (1) 申請書及び提出書類の記載は、 日本語で行う こ と 。  

なお、提出書類のう ち外国語で記載さ れたも のは、日本語の訳文を 付記し 、又は添付

するこ と 。  

 (2) 申請書及び提出書類に用いる金額は、 出納官吏事務規程（ 昭和 22 年大蔵省令第 95

号） 第 16 号に規定する外国貨幣換算率により 日本国通貨に換算し 、 記載するこ と 。  

５  申請書類の入手方法 

  新潟市財務部契約課ホームページ（ https://www.city.n i igata.lg. jp/business/keiyak

u/keiyaku_ top/03sik aku/wto-nyuusatu-sik aku.htm l） から 取得するこ と ができ る。  
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また、 新潟市水道局総務部経理課で交付する。  

６  申請の時期 

  随時（ ただし 、参加を 希望する入札案件の公告日から 当該入札公告で指定さ れた申請書

の提出期限まで）  

  申請書及び提出書類は、 下記 11 の場所へ持参又は郵送するこ と 。  

７  資格審査結果の通知 

  審査終了後に資格審査結果の通知を行う 。  

８  資格の有効期間 

  資格決定の日から 令和９ 年３ 月 31 日まで（ ただし 、 政府調達（ ＷＴ Ｏ ） 契約案件以外

の入札参加資格については、 水道局が別に定める期間）  

９  資格の有効期間の更新手続き  

  資格の更新を 希望する 者は、 令和８ 年度の有効期間中に資格審査を 行う 予定があるの

で、 申請するこ と 。  

10 その他 

  申請書の記入方法及び提出書類の詳細は、 新潟市の政府調達（ ＷＴ Ｏ ） 契約に係る物品

入札参加資格審査申請書提出要領による。 上記 5 により 取得するこ と ができ る。  

11 申請書の提出先及び照会先 

  郵便番号 951－8560 

  新潟市中央区関屋下川原町 1 丁目 3 番地 3 

新潟市水道局総務部経理課契約係 

  電話 025－232－7322 
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